予算要求資料
平成26年度当初予算　支出科目　款：教育費　項：大学費　目：情報科学大学院大学費　　　
	事業名　新　　旧キャンパス維持管理費（任意）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　商工労働部　情報科学芸術大学院大学　総務課　移転調整係　　　　　　　　
電話番号：0584-75-6600
　　　　　　　　　E-mail：  c21905@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　　7,992千円（前年度予算額：  ‐千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	7,992
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	7,992

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
　平成１３年４月に開校した、情報科学芸術大学院大学（ＩＡＭＡＳ）は劣悪な耐震性能である現在の校舎環境から学生や教職員の安全を確保すること、県有施設の有効活用などの観点から平成２６年３月に情報社会の最先端の中核拠点であるソフトピアジャパン地区へ大学移転を行うことが決定している。
移転後無人となった現在の校舎は外部から不審者に侵入される危険性が生じ、警備システムを導入しなければ安全管理上、施設管理者としての責務が果たせない。
また、マルチメディア工房は半地下構造という特殊な建物で雨水・湧水の排水設備が正常に作動しなければ水没してしまうという構造上の問題を有しているが、設備老朽化のため近年は排水系統の故障が頻発している状況にある。

　　一方、旧キャンパスは住宅地に位置しており、移転後に敷地内の樹木や芝を管理することなく放置すれば、美観を損ねるだけでなく、病害虫の発生や台風時の倒木など周辺への悪影響が懸念される。
（２）事業内容
　　【実施事業】
　　・旧校舎機械警備
　　・旧校舎緑地管理

　　・マルチメディア工房排水設備機能維持
　　・粗大ごみ処分
　　・校舎壁面校名消去
（３）県負担の考え方
　　　・県10/10（県有施設の維持管理のため）
（４）類似事業の有無
　　　岐阜総合庁舎解体・保存事業　

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旧校舎機械警備
	　　　778
	旧校舎３棟の１・２階及び渡り廊下に機械警備機器を導入し、外部からの不正侵入を監視する

	旧校舎緑地管理

	　 　　740

	旧校舎敷地内の中高木、低木、芝について最低限の緑地維持管理を行う。

	校舎壁面校名消去
	　　　476
	旧校舎の４階壁面に描かれている校名を消去する。

	ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ工房排水設備機能維持
	　　　372
	老朽化の著しい同建物の雨水・湧水排水設備の修繕を随時行う。

	粗大ごみ処分
	　　4,000
	大学移転に伴い大量に発生する粗大ごみを処分する。

	光熱水費
	　　1,626
	

	合　　計
	　　7,992
	

	

	　決定額の考え方　



４　参考事項
（１）今後の計画
　　大学移転後の跡地利用については県機関・大垣市に照会し、不要であれば建物付で公売する予定。なお、敷地の約１／２を占める市有地については、市の意向に沿って対応する予定。
（２）後年度の財政負担
　　旧キャンパスの跡地利用が決まるで、機械警備費、緑地維持管理費排水設備修繕費、光熱水費（光熱水費については平成２７年度より大幅に減額する予定）について経費負担が発生。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか

　跡地利用が決定するまでの間、大学移転後の旧キャンパスをの保全、周辺住民の安全対策及び防犯対策等必要最小限の維持管理を行う。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	
	
	
	
	
	％

	
	
	
	
	
	
	％


○指標を設定することができない場合の理由
	事業内容が、跡地の利用が決まるまでの旧キャンパスの維持管理であるため、達成目標及びその指標の設定にはなじまない。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)


	

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　大学移転後の跡地利用について、土地・建物の有効利用を図る観点から、県機関、市町村、民間と幅広く調整を図り、利用方法を決定していく必要がある。


	（次年度の方向性）・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　跡地利用が決まり、具体的に管理を引き継ぐまでは事業を継続する必要があるが、粗大ゴミの処分が平成２６年度中に終了するため、平成２７度以降は大幅に事業を縮小することとなる。


